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担当名: 社会参加推進・芸術文化担当
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S134 聴覚障害者情報提供総合推進事業費 一般会
計

民生費 社会福
祉費

項
障害者福祉費 障害者地域活動費

番号 事業名

事 業
期 間

昭和44年度～ 根 拠
法 令

障害者基本法（第3条、第6条、第22条）、障害者総合支援法
(第78条)（義務）、身体障害者福祉法（第28条）

款

針路 07
分野施策 0703

１　事業概要 ５　事業説明

SDGsｺﾞｰﾙ
SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

10
10-2,10-3,10-4

　聴覚障害者の自立と社会参加を促進するためには、
必要なコミュ二ケーション手段を確保し、情報保障を
進める必要がある。
　情報提供施設において、高度な意思疎通支援を行う
手話通訳・要約筆記者等の養成・派遣事業など聴覚障
害者に対する情報提供支援を総合的に推進する。

　ア　市町村ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ育成・支援事業　23,967千円
　イ　県域聴覚障害者情報支援事業　　 47,336千円
　ウ　手話通訳者等人材育成事業　　 　15,312千円
　エ　情報提供施設運営事業　　　　　 18,412千円
　オ　失語症者向け意思疎通支援事業　  1,292千円

　(1)事業説明
　　ア　市町村ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ育成・支援事業                                                         23,967千円
        専任手話通訳者3名を設置。市町村専任・登録手話通訳者研修
　　イ　県域聴覚障害者情報支援事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  47,336千円
        専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣、聴覚障害者相談員2名を設置、難聴者・中途
　　　　失聴者向け手話講習会(入門・初級)の開催
　　ウ　手話通訳者等人材育成事業　 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成・研修　　     　　　15,312千円
    エ　情報提供施設運営事業　　　 聴覚障害者情報提供施設の運営費補助　　　　　　　　　　　　 18,412千円
　　オ　失語症者向け意思疎通支援事業　専門性の高い意思疎通支援を行う者等の養成・研修　　　　　 1,292千円

　(2)事業計画
　　ア　市町村コミュニケーション育成・支援事業
　　　(ｱ)　専任手話通訳者設置事業
　　　(ｲ)　市町村専任手話通訳者、登録手話通訳者研修事業
　　イ　県域聴覚障害者情報支援事業
　　　(ｱ)　県域手話通訳者派遣事業、県域要約筆記者派遣事業、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業
　　　(ｲ)　聴覚障害者相談員設置事業
　　ウ　手話通訳者等人材育成事業
　　　　国のカリキュラムに沿った専門性の高い手話通訳者、要約筆記者の養成及び技能向上を行う。また、個別性
　　　の高い支援が求められる盲ろう者向け通訳介助員を養成する。
　　エ　情報提供施設運営事業
　　　　聴覚障害者情報提供施設(浦和合同庁舎別館)の運営費を補助する。
　　オ　失語症者向け意思疎通支援事業
　　　　国のカリキュラムに沿った専門性の高い支援者の養成及び研修を行う。

　(3)事業の効果　総合的な情報支援により聴覚障害者の不安を解消し、社会参加を推進する。
　　【活動指標(アウトプット)】手話通訳者等の養成・派遣、失語症者向け意思疎通支援者の養成
　　【成果指標(アウトカム)】聴覚障害者等の自立と社会参加の促進

２　事業主体及び負担区分
(国1/2，県1/2)
イ・ウ・オの一部：政令市・中核市から負担あり

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.5人＝4,750千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金 諸 収 入

決定額 106,319 50,938 8,302

前年額 108,319 51,832 8,515 47,972

― 福祉部 134 ―

誰もが活躍し共に生きる社会の実現

47,079 △2,000

障害者の自立・生活支援



 

事業名

単位事業名 予算額 23,967千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 11,983 0 障害者福祉費補助金
社会福祉費補助金 補助率　1/2

一般財源 11,984 0

合計 23,967 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 23,967 0 専任手話通訳者(3名)設置事業
市町村専任・登録手話通訳者研修事業

合計 23,967 0

単位事業名 予算額 47,336千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 8,046 0 身体障害者保護費負担金
社会福祉費負担金 負担率　1/2

　

主な内容

事業内訳書

聴覚障害者情報提供総合推進事業費

市町村コミュニケーション育成・支援事業

主な内容

主な内容

県域聴覚障害者情報支援事業



 

 

単位事業名 予算額 47,336千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 13,782 △831 障害者福祉費補助金
社会福祉費補助金 補助率　1/2

諸収入・ 7,546 △339 盲ろう者意思疎通支援事業受託事業収入
社会福祉受託事業収入 さいたま市、川越市、川口市、越谷市から

一般財源 17,962 △830

合計 47,336 △2,000

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 35,113 △2,000 県域手話通訳者・要約筆記者派遣事業
盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業
難聴者・中途失聴者向け手話講習会開催事業

負担金、補助及び交付金 12,223 0 聴覚障害者相談員(2名)設置事業

合計 47,336 △2,000

県域聴覚障害者情報支援事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 15,312千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 7,508 △1 障害者福祉費補助金
社会福祉費補助金 補助率　1/2

諸収入・ 293 1 盲ろう者意思疎通支援事業受託事業収入
社会福祉受託事業収入 さいたま市、川越市、川口市、越谷市から

一般財源 7,511 0

合計 15,312 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 15,312 0 手話通訳者養成事業
要約筆記者養成事業
盲ろう者向け通訳・介助員養成事業

合計 15,312 0

手話通訳者等支援人材育成事業

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 18,412千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 9,205 0 身体障害者保護費負担金
社会福祉費負担金 負担率　1/2

一般財源 9,207 0

合計 18,412 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 18,412 0 聴覚障害者情報提供施設運営事業

合計 18,412 0

単位事業名 予算額 1,292千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 414 △62 障害者福祉費補助金
社会福祉費補助金 補助率　1/2

　

主な内容

失語症者向け意思疎通支援事業

主な内容

情報提供施設運営事業

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 1,292千円

　
 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

諸収入・ 463 125 盲ろう者意思疎通支援事業受託事業収入
社会福祉受託事業収入 さいたま市、川越市、川口市、越谷市から

一般財源 415 △63

合計 1,292 0

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 1,292 0 失語症向け意思疎通支援者養成事業

合計 1,292 0

主な内容

失語症者向け意思疎通支援事業

主な内容


